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３ 生活拠点ゾーンの整備計画 

生活拠点ゾーンは、団地の中央に位置付けられ、「浜見平地区まちづくり計画」におい

て、公共公益施設・商業ゾーン、商業ゾーン、公園ゾーンで構成されています（次ページ

を参照）。また、公共施設と商業施設等を一体的、複合的に整備し、防災機能を有した公

園との整備と合わせ、市南西部地域の生活・防災拠点を形成するとしています。 

ここでは、公共公益施設・商業ゾーン及び商業ゾーンを一体的に捉え、公園ゾーンにつ

いては、次節でふれることとします。 

 

（１）「浜見平地区まちづくり計画」における位置付け 

ア 公共公益施設・商業ゾーン 

公共公益施設・商業ゾーンは、「浜見平地区まちづくり計画」において「土地利用計画」

及び「公共公益施設の整備方針」の導入機能のイメージとして、次のように位置づけられ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝「浜見平地区まちづくり計画」における 

公共公益施設・商業ゾーンの位置づけ＝ 

■ゾーン構成■ 

○公共公益施設・商業ゾーン 

 ・既存施設の他、関係機関と協議を行い地域の生活拠点として相応しい機能付加（少子

高齢化、市民交流施設等）を図る。 

 ・生活利便施設や商業施設等との複合化を図り、地域コミュニティの中心として、市民

の日常生活を支えるとともに、多様な市民活動を創出し、賑わいと活力あふれる市民

交流の場とする。 

 ・周辺からのアクセス性や土地のポテンシャルを考慮し、団地中央部の幹線道路沿いを

施設ゾーンとし、防災に配慮した公園と一体的な整備を図る。 

 

■導入機能のイメージ■（公共施設整備関連のみ抜粋） 

  ○保育園  ○子育て支援センター  ○青少年フリースペース   

○障害者支援施設  ○地域コミュニティ施設  ○行政窓口センター 

○医療施設  ○健康増進施設・高齢者向け施設 
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イ 商業ゾーン 

商業ゾーンは、「浜見平地区まちづくり計画」において「土地利用計画」及び「公共公

益施設の整備方針」の導入機能のイメージとして、次のように位置づけられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝「浜見平地区まちづくり計画」における商業ゾーンの位置づけ＝ 

（商業施設整備関連のみ抜粋） 

■ゾーン構成■ 

○商業ゾーン 

 ・団地中央部にある戸割店舗とスーパー等で構成される既存の商業ゾーンを建替時には

鉄砲道の南側ゾーンに移転・更新する。 

 ・規模については、団地内だけでなく市域南西部の生活拠点としての役割や地域の需要

等を考慮し、検討を行う。 

 

■導入機能のイメージ■ 

  ○生活利便施設 

   銀行などの生活利便施設の整備 

○ショッピングセンター、コンセプトショップ＊ 

 生活拠点圏域を対象とした商業施設の整備 

*コンセプトショップ：あるイメージのようなものを、基本コンセプトにした商品を売っていたり、お

店の雰囲気をそれらしくした店舗。 

■公共公益施設・商業ゾーン及び商業施設ゾーン位置図 

公共公益施設・商業ゾーン 

商業ゾーン 

商業ゾーン 

公園ゾーン 

公共公益施設・商業

ゾーン 

公共公益施設・商業

ゾーン 
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（３）事業化方策の検討 

ア 公共施設整備の事業手法 

・生活拠点ゾーンの公共施設整備に際しては、用地買収方式、借地方式（普通借地、

定期借地）、民間活力活用方式（民間床賃貸、公共貢献）の５つの事業手法が考え

られます。 

・これら５つの手法について、仮に、用地面積を約7,100㎡、延床面積は最低限導

入を予定する公共公益施設の規模から医療モールを除く約2,000㎡として、初期

投資額と30年間の総投資額を検討します。なお、施設建設に際してここでは公設

を前提としていますが、ＰＰＰ事業＊も考えられます。 

 

 

イ 公共施設の建設・管理運営手法 

・公共施設の建設及び管理運営については、ＰＰＰ事業や指定管理者制度を活用し、

コストの削減とサービスの効率化を図ることが考えられます。 

・ＰＰＰ事業の場合、建設費の負担はなくなるが、利用料金を徴収できる施設が少な

いことから基本はサービス購入型となり、市の財政支出は契約期間全体にわたって

平準化されることになります。 

・一方、公設とする場合は指定管理者制度の導入を検討し、コストの削減とサービス

の効率化を図ることが望ましいと考えられます。 

 

 

 

*ＰＰＰ事業：PPP（Public Private Partnership）とは、行政、民間（企業）、市民（NPO等）な

どが多種多様な形で連携・協力して、より良い公共サービスを提供していくことであ

り、地域や事業の個別特性を考慮した上で、サービスの基本的枠組みを作りあげる段

階から民間（企業）や市民（NPO等）を参加させるなど、公共サービスのより広い範

囲での民間や市民のノウハウを活用する手法のこと 
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エ 事業化方策のまとめ 

これまでの検討結果を踏まえると、生活拠点ゾーンの事業化方策としては以下の様

に整理されます。 

 

①生活拠点ゾーンの整備に際しては、市の財政状況を踏まえ、財政負担の軽減とサー

ビスの効率化を図るため、ＰＰＰ事業など民間活力の積極的な導入を検討します。 

 

②民間活力を最大限に引き出し、土地の有効利用による魅力と活気あふれる拠点づく

りを進めるため、３街区一体の複合開発として事業化を検討するとともに、都市計

画（用途や高さなど）の見直しを検討します。 

 

③魅力的な拠点形成に向け、適切な事業計画と事業パートナーを選定するため、公募

型プロポーザル方式や事業コンペ方式などによる民間事業者の選定を検討します。 

 

④生活拠点ゾーンは浜見平地区のみならず、南西部地域の生活・防災拠点として重要

な役割を担う地区であり、今後の社会経済情勢と市の財政状況を総合的に勘案しな

がら事業化を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




